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レフ ソン 「正 規 の簿 記 の諸 原 則」(2)
鈴 木 義 夫
V.文 書記録の原則
レフソンは その 「正規 の簿記 の諸原則」の内容を形式 と実質 に分けて論述 し
ている。
まず,証 愚書類に もとつ く取引の記録 ・計算の過程 とそれ を最終的に年度決
算書にまとめる過程 とを含む広い意味での 「文 書記録 の原 則」(Grundsatzeder
Dokumentation)にっいて論述 してい る。 そ こでは,簿 記が基 礎に されているの
である。
簿記の第1の 機能は取 引を記録 ・文 書化す る ところにあ る。営業活動に よっ
て引起 こされた種 々の貨幣お よび財貨の運動は,簿 記に よって,計 画的に記録
されかつ体系的に秩序づけ られ る。 しか も,「証拠書類に よって裏づけ られ た
取引の記録(D。kumentation)によって,簿 記は会計 の他 のすべ ての 目的に対す
る明瞭かつ確実 な基礎を提供す るω」 ことに なるのであ る。
こうした文書記録(Dokumentati。n)とい う目的がいかにすれ ば最 も よく達成
されるかとい う問題は,主 として,技 術的な問題(こ こには,電 算機に よるデ
ータ処理問題 も含 まれてい る)で あ る。
こうした文書記録に関す る問題を規制す る原則が 「文書記録 の原則」 である。
これは,記 載事項(Aufzeichnungen)カミ信頼 し うるもの となる よ うに,完 全 に
書き留められ(festgehalten),しか も適切 な方法 で叙述(dargestelt)され るとい
うことを保証す るものである。そ して,そ の ようにして記録 ・文 書化 され た事
柄(dasDokum6ntierte)の内容の正確性を保証す る原則が 「会計報告責 任 の 原
則」(GrundsatzederRechenschaft)なのであ る{2)。つ まり,「文書記録の原則」'は
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いわば簿記 ・会計 の形式に関す る原則であ り,そ の内容を規定す る原則が 「会
計報告責任 の原則」 であ り,こ の二つの原則が レフソンの 「正規の簿記の諸 原
則」 の体 系を構成す る重要な柱 となっているのであ る。
(1)記載(Aufzeichnung)の正確性 と完全性
レフソンに よれ ば,「文書記録の原則」には,継 続的 な簿記 的 記 録 ・計算,
財産 目録 の作成,開 始貸借対照表お よび期間決算書 の作成のための原 則が含 ま
れ る。 ここでの記録 ・計算の正確性 と完全性 を保証す るものとして,複 記 とい
う仕組(Systemderpoppik),つま り複式簿記が用い られ るのである。
簿記は,規 則的に,営 業年度末に締切 られ,営 業年度 中の変動お よび締切記
入をつ うじて,期 末貸借対照表 と損益計算書の作成 を可能にす る。 簿記 は こう
した年度決算書 の作成 と同時に また税務上の関係書類 の作成を も可能にす るの
である。
ところで,レ フソンは,近 年 ます ますそ の重要度 を高めてきてい る,電 算機
に よるデー タの処理 ・加工(EDV)に関す る問題 と 「文書記録 の原 則」 との関
係に論及 してい る。 「電気的な デー タ処理をお こな う場 合 で も,簿 記 の 機 能
は完全に果た され なければならないので,一 般的な文 書記録の原則はすべ てそ
の まま妥当す るが,し か し,そ れは電気的なデータ処 理 機(EDV-Anlagen)の
処理 と出力(out・put)の技術的な条件に適合 させ られ なければ な ら な い。 こう
した理 由か ら,税 法 と商法は電気的なデータ処理 とデー タの貯 蔵 とい う問題に
つ いて,正 規の簿記の諸原則に従 うことを指示 してい る{3)」のであ る。 また,
レフソンは,こ うした電気的 なデー タ処理機を用いての 記 録 ・文 書 化(Doku-
mentati・n)に際しては,簿 記機能 の維持 とデー タの合理的な処理 と保管 とい う
二つ の条件が満 たされ なければ ならない としてい るのであ るω。
こ うした コン ピュー タ技術の急速 な発展に よって,簿 記担 当者 な らびに監査
人には,た えず新 しい問題が提起 され るこ とに なる。 レフソンは,こ の点につ
いては,と くに 「下位の正規の簿記の諸原則」(untereGoB)によって規制する
ことの必要性を指摘 してい るのであ る。 「そ うした個 々の保証措置はた え ず 変
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化 して お り,し か も,今 日妥 当 してい る措 置 が 明 日に は 陳 腐 な もの とな り,そ
して新 しい も のに 取 って 代 わ られ なけ れ ぽ な らな い とい うこ と も また 同 様 に確
かな こ とで あ る。 オ ン ・ラ イ ン(on・line)処理方 法 と小 型 コ ン ピ ュー タ(mini.
c。mput・r)技法 は,た えず そ れ に 適 合 した下 位 の正 規 の簿 記 の 諸 原 則(standig
angepaBteuntereGoB)によって規 制 され なけ れ ば な らない 問題 を 提 起 し て い
る{5}」ので あ る。
(2)証拠原則(Belegprinzip)
すべての記載は証拠 に よって裏づけ られ ている,と い うこ とが 「証拠原則」
にょって要求 され る。記帳に際 して,取 引は証拠書類に もとついて書 き留め ら
れるのであ る。 その際,デ ータをマ イクロフ ィルムに移記す ることは,法 律上,
許容され てい るのであ る⑥。
また,税 務当局は,と くに,納 税者が帳簿を まった く付 けてい なか った場合,
あるいはその他の重 大な欠陥が存在 してい るよ うな場合には,課 税基礎を租税
基本法第162条に した が って査定す る(査定される利益は,通常,正規に算定 され
た利益より高くなる)こ とがで きるのである。大蔵 当局は,さ らに,納 税者に正
規の文書記録(ordnungsm5BigeDokumentation)をお こなわせ るために,記 帳義
↓
務の違反に対 しては罰金を課す る ともで きるのである(71。
この ように,「正規の文書記録」 が と くに税 との関連において要求 され て い
ることには,と くに注 目してお く必要があろ う。
{DLeffson,Ulrich,DieGrundsatzeordnungsmEBigerBuchfahrung,5.Aufl.,a.aO.,S、
143,
{2)Ebd.,S.144.
〔3)Ebd.,S.148.所得 税 法 第6条 第29項 の 意 味 で の 「デ ー タの 貯 蔵 」 と い う概 念 に つ い て は,
1973年1月26日付 のBdFのSchreiben,と くに,GrundsatzeordnungsmmBigerSpeicherbuch一
蝕hrungも参 照 。
商 法 第43条第4項,第44条 第3項,と くに また,1977年の 租 税 基 本 法 に つ い て の 施 行 法 に よ っ
て商 法 に 導 入 さ れ た 簿 記 規 定 参 照 。
(4)Ebd.,S.14&
(5}Ebd.,S149.
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{6)Ebd.,S.150.商法 第44条第3項 の 変 更 お よび そ の 理 由 づ け 。1978年7月5日 付 のBdFの 通
達 に つ い て の 附 帯 意 見,Grundsatzeordn皿gsmaBigerSpeicherbuchfUhrung,BSTBL,1978,
Te輌口,S.252.
{7}Ebd.,S.157・
VI.会計報告責任の原則
レ フ ソソは 「会 計 報 告責 任 の原 則」(GrundsatzederRechenschaft)を論 じ る
に あ た っ て,ま ず,次 の 二 つ の前 提 か ら出発 してい る。す なわ ち,
(i)情報 の 受 手(Rechenschaftsberechtigte)がそ の 意 思決 定 の基 礎 とな る情 報
を得 た い と望 ん で い る とい うこ と,そ して
(ii)これ に関 連 す る 「会 計 報 告手 段 」(Rechenschaftsinstrument)が貸 借対 照表,
損益 計 算書 お よび 営 業 報 告書(脚 注での追加的情報 も含む)で あ るω,と い う
七 とであ る。
ところ で,西 ドイ ツにお い ては,こ うし た会 計報 告(Rechenschaft)の形 式 と
時 点 は,そ の大 枠 に お い て,「 コ ン ヴ ェン シ ョン」(Konvention)もし くは 法 律
(Gesetz)によって 確 定 され てい る。 しか し,そ の 内容 に つ い ては,主 と して,
「正 規 の 簿 記 の諸 原 則 」 に よって規 定 され る とい う形 を とってい る ので あ る(2}。
こ こに,ド イ ツ会 計 制 度 の特 徴 が あ る と同時 に,「 正 規 の 簿 記 の 諸 原 則」 の重
要 性 が認 め られ る ので あ る。
さて,レ フ ソソは,「 会 計 報 告」(Rechenschaft)の形 式 と時 点 が法 と コン ヴ ェ
ン シ ョンに よって 決 定 され て い る一 方,そ の 内容 が 主 として 「正規 の簿 記 の諸
原 則 」 に よって 決定 され る とした うえ で,「 会 計報 告 」 に つ い て の 上 位 の 「正
規 の 簿 記 の諸 原 則」 に したが った 商 事 貸借 対 照 表概 念 を のべ て い る。
レ フ ソンに よれ ば,「 商事 貸借 対 照 表 は 一 つ の ま とま った 貸借 対 照 表 論 に は
も とつ い て い な い{3}」(HandelsbilanzfuBtnichtaufeinergesとhlossenenBilanz・
theorie)のであ る。 た しか に,商 事 貸 借 対 照 表 は シ ュマ ー レ ソバ ッハ の貸 借 対
照 表 論 に よ って大 きな影 響 を うけ て は きた が,し か し,そ れ は,動 的 貸借 対 照
表 が 商 事 貸 借対 照表 の一 義 的 な基 礎 と な った,と い うこ とを意 味 し て は い な
い{4)(ohnedaBdiedynamischeBilanzzumeindeutigenFundamentderHandels一
(195)レ フソン 「正規の簿記の諸原則」(2)57
bilanzgewordenware)のである。 と りわけ,こ の点について,レ フソンは次の
ように論述 しているのであ る。 「われわれ は,商 事貸借対 照 表 の基 礎(Grund・
1agederHandelsbilanz)を以下では"商 事貸借対照表のi基本構想',(Konzeption
derHandelsbilanz)と呼 び,そ して,こ の基本構i想を二 ・三 の一 た とえ まった
く重要でない として も一 継 ぎ合わせに よって一つ のまとまった理論に まで拡
大す るとい うことは意識的に断念 した。 正規 の簿記の諸原則を一つ の まとまっ
た貸借対照表論か ら導 き出す ことができるとすれば,こ れ ほ ど気持の よい こと
はないであ ろ う。 しか し,も しわ れわれが正規の簿記の諸原則を特殊 な貸借対
照表論に もとついて仕上げ ようとす るならぽ,貸 借対照表 論上の対 立が 当該理
論にもとつい て構築 された正規の簿記の諸原則について も持 ち込 まれ ることに
な り,そ のこ とは,か えって,そ れ を導 き出す ことをむず かし くしてしま うで
あろう⑤」。
この ように,レ フソンは特定の貸借対照表 論を基礎 に して 「IE規の簿記 の諸
原則」を展開す るとい う道を意識 的に避けてい るのであ る。そ うした うえで,
レフソンは,収 支過程 の記帳 の上 に構築 されている 「調達価格原則」(Anschaf・
fungspreisprinzip)と「マ イナス成果貢献」(negativeErfolgsbeitrage)の見越計上
を合理化す る 「不平等 原則」(lmparithtsprinzip)とを商事貸借対照表 の 基 本 構
想に組み入れ るのであ る⑧。
レフソンの見 るところに よれば,報 告手段 としての商事貸借対照表 の基礎は
この二つの原則(す なわち調達価格原則 と不平等原則)に よって形成 されてい るの
である。そ こで,以 下,こ の二つの原 則の内容についてみ ることにす る。
(1)調達価格原 則
簿記 と年度決算の基礎は取引の記録(Aufschreibeh)からな ってい る。 財貨 の
企業へ の入 りと出は,現 金 もし くは預金額 の出と入 りに よって把握 され る。 ま
た,信 用取 引 も,そ のために要求 され る,も し くは支払われる貨幣額で把握 さ
れる。 この よ うにみ ると,商 事貸借対 照表はいわば 「純粋にパ ガ トー リッシュ
な基礎?)」(einereinpagatorischeGrundlage)をもつ といえるのである。いいか
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えれば,財 貨 の販売 と買入れ は 「契約で協定 された」(vertragiichvere輌nbarten)
仕入価格 もし くは販売価 格で記帳 され るとい うことであ る。そ うした財貨をそ
の出入 りの価格(Zugangspreisen)で記帳す るとい う基本思考が調達価格原則 と
呼ばれてい るものなのであ る(8L
この調達価 格原則 のもとでは,調 達価格は帳簿締切 りとい う手続をつ うじて
期間計算に引 き継 がれ るのであ る。 したが って,そ こで も,財 貨は簿記におけ
ると同じ ように調達価格(Anschaffungspreisen)もし くは調達原価(Anschaffungs・
kosten)で記録 され ることに なる。 また,そ の利用 期間が数期にわた る財 貨 に
ついては,そ の調達支 出(Anschaffungsausgabe)カミ,減価償却をつ うじて,利 用
期間に配分 され るのであ る⑨。
さらに,調 達 された個 々の要素(財 貨)が 製造過程において別 の要 素 と結 び
つけ られ る場合には,こ れ ら要素の束(Faktorbundel)は,その後 も,そ れぞれ
の要素の調達原価すなわ ち製作原価(Herstellungsk・sten)で記帳 され るa⑪。
このよ うに して,す ぺての財貨はその調達原価 もしくは 製 作 原 価(マ イナス
減価償却)で 記帳 され る。 そ して,こ うした ことはそ の要素の束が製 品 と し て
販売過程をつ うじて企業か ら離れ るまで保持 され るのであるa"。
そ うした販売に ともな う費用 ・収益の認識 ・計上に関す る問題が 「事物お よ
び時間にしたが った区分 の原則」(GoBderAbgrenzungderSache皿dderZeit
nach)によって規制 され てい るのであ る。 そ して,期 間収益 と期間費用 の対応
をつ うじて,損 益計算書は期間収益が どの ような調達原価 もし くは製作原価に
よって獲得 され たか を示す ことになるのであ る。 このためには,さ らに,企 業
給付がいつ お こなわれたか一 したが って,収 益記帳がいつ お こ な わ れ るか
一 とい うことについての 「コン ヴェンシ ョン」 が必要 とな る。 この問題を規
制 してい るのが 「実現原則」(Realisationsprinzip)なのであ るnZ)。
こ うした調達価格原則の長所 は,簿 記お よび決算の個 々の項 目の評価 の高 さ
について,特 別の考 慮をす る必要がない とい うところにある。 しか し,設 備財
の将 来の用益の引渡 し(ktinftigeNutzungsabgaben)および調達支 出の個 々の期
間への配分 とい うことについて,さ らにまた,財 貨の費 消お よび各種の引当金
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の設定につ いては,見 積 りをお こなわ ざるをえないのであ る。 した がって,商
事貸借対照表 の基 礎には,調 達価格原則に もとついて一義 的に決定 され る価値
に追加 して,見 積 りに もとつ く評価額が決算の中に入 るとい うことが避 け られ
ないのである。 こ うした場合に対す る処理原則(Verfahrensregel)として発展 し
てきたのが 「慎重 性の原則」(Vorsichtsprinzip)なのであ るtm。
以上に よって,レ フソンのい う商事貸借対照表の基礎が概観 された。それは
調達価格原則 とそ こか ら導 き出された考 量を基礎 としてお り,し か も,こ の原
則は決算 の基礎 として役立つだけでな く,一 定 の場合 においては,見 積 りが許
容され るとい う形 で補完 され てい るのであるa4。
(2)不平等原 則
さて,商 事貸借対照表概念の=構成 要素には,さ らに,調 達価格原則 とは別の
思考が含 まれ てい るのであ る。 「不 平等原則」(lmparitatsprinzip)がそれである。
これに よれぽ,調 達原価 もし くは製造原価で評価を継続 してい くことが,一 定
の場合において,断 ち切 られ るのであ る。 それは,「将来の収益がすで に 発 生
した費用 プラスなお発生す るであ ろ う費用 よ り低 くな るよ うな取引がお こなわ
れた⑮」場 合であ る。 こ うした場合 には,不 平等原 則に よって,貸 借対照表に
表示されてい る企業財産 が,将 来の収益が企業活動のために費消 された費用以
下とな る額だけ修 正 され るのであ る。 この場合においては,「問題 の な い"価
格づけ',(Bepreisung)の代 りに,"評価"(Bewertung)が,すなわ ち,財 貨のそ
の企業に対す る効用の考慮 とい うことが登場 して くる㈹」 ので ある。つ ま り,
「貸借対照表が,一 定の場合 におい ては,将 来 の価値(ktinftigeWerte)を表示
する・ とい うこ とが商事貸借 対照表 の基礎 にあ る町 とい うことなのであ る。
レフソソは以上 の二つ の原則(す なわち 「調達価格原則」 と 「不平等原則」)が商
事貸借対照表 の基礎(も し くは基本構想)を 構成す るもの として位置づけ てい る
のである。 しか しなが ら,こ こで,こ の二つの原則のあいだに存在す る矛盾 も
しくは 「二律背反」(Grundsatzantinomie)をど う調整 し,両 原則を矛盾な く協力
しあ うもの として,「正規 の 簿記の 諸原則」の体系のなかに 組み込むか とい う
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問題が生 じて くるのであ る。 この問題 を解 決す るために,レ フソンは,後 述す
るように,「資本維持」(Kapitalerhalt皿g)とい う目標 を設 定 し,そ れ との関連
で,両 原則 を矛盾 しない協 力し合 うもの として正当化 し,,「正規 の簿記 の 諸 原
則」の体 系の中に組み込むの であ る。
(1)Leffson,Ulrich,Die.Gr皿ds批zeordnungsmaBigerBuchfUhrung,5.Aufl,,a.a.O.,S.
158.
{2)Ebd.,S158.
{3)Ebd.,S158.
{4)Ebd.,S159・「ば た し て,ま た ど の 程 度 ま で,商 事 貸 借 対 照 表 が 動 的 貸 借 対 照 表 で あ るか と
い う論 争 は,わ れ わ れ の 時 代 に お い て も,粘 り強 さ を も っ て,行 わ れ て い る 。 し か し な が ら,他
方 に お い て,判 決 は,常 に,ま た 正 当 に も,動 的 貸 借 対 照 表 論 は,た し か に,大 き な 意 義 を 有 し
て い る が,し か し,商 法 上 の 貸 借 対 照 表 作 成 の た め の 基 本 的 な 規 準(grundsatzlicheRichts・
chnur)とは,決 し て,な っ て い な い,と い う立 場 を と っ て きた 。」
(5)Ebd.,S159.
{6)Ebd.,S.160.
(7)Ebd.,S.16{L
{8)Ebd.,S.160.
⑨Ebd.,S.160.
ao)Ebd.,S.161.
ωEbd.,S.161.
㎝Ebd.,S161、
⑬Eb己,S.161-162,
⑭Ebd.,S.162.
a》Ebd.,S.162.
⑯Ebd.,S.162.
⑰Ebd.,S.162.
VII.「正規の簿記の諸原則」の体系 と一般的前提
(1)レフソンの上位 の 「正規の簿記の諸原則」 の体系
レフソンはその 「正規の簿記の諸原則」 の体系を,次 の よう＼な三つ の部分に
分け て説明 しているω。
(i)枠原則(Rahmengrundsatze)
正確性一無 恣意性
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明瞭性
完 全性
(ii)区分(対 応)原 則(Abgrenzungsgrundsatze)
実現 原 則
事 物 お よび 時 間に した が った区 分 の 原 則
不 平等 原 則
働 補 完 原 則(ergEnzendeGruhdsbtze)
継続 性
慎 重 性
ここで い う 「枠 原 則」 とは,合 計 報 告(Rechenschaft)およびそ のた め の基 礎
とな る記 録 ・計 算 お よび文 書 作成(Dokumentation)の枠 組 を形 成 す る包 括 的 ・
一般的原 則 を意 味 し,「正 確 性」(「無恣意性」),「明瞭 性」 お よび 「完 全 性 」 の
原則か らな って い る。
こ うした 「正 確 性 」 と 「真 実 性 」 す なわ ち 「無 恣 意 性 の 原 則」(Grundsatze
derRichtigkeitundWahrhaftigkeit,d.h.Willktirfreiheit)は,文献 で よ く引用 さ
れてい る 「貸 借 対 照 表真 実 性 の原 則 」(GrundsatzderBilanzwahrheit)から導 き
出され る もので あ る②。
「区分(対 応)原 則 」 とは,期 間 損 益 計 算 の 内容 を 規 定 してい る,「実 現 原 則」,
「事物お よび 時間 に した が った区 分(対 応)の 原 則」 お よび 「不 平等 原 則 」 を総
括 した もの であ る。
また,「補 完 原 則」 は 「継 続 性 の原 則」 と 「慎 重 性 の 原 則」 か ら構成 さ れ て
い る。 レ フ ソンで は,シ ュマ ー レ ンバ ッハ が かつ て一一ncの指 導 原 則(Leitgr皿d・
satz)としていた 「比 較 可 能 性 の原則 」(GrundsatzderVergle三chbarkeit)は,直
接的には,「 正 規 の 簿記 の諸 原 則 」 とは み な され てい な い の で あ る。 レ フ ソ ソ
は 「比較 可 能 性へ の要 求 は継 続 性 の原 則(GrundsatzderStetigkeit)によ つて具
体化 され るべ き であ る③」 と考 え て い るか らであ る。
以下 の 図表 は レ フ ソンに よ る 「正 規 の簿 記 の諸 原 則 」 の体 系 図 とで もい うべ
きもので あ る(4}。
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1正 規 の積立金
国 醗 郵 遵 撒 」これら前提⊇.
第1図 豊 かな,す なわち,
分析可能なそして上位 目標に合致 した年度決算書が作成 され るべ きであるとす
るな らば,顧 慮 されなければな らない もの とされ てい るのであ る。そ うしたも
の として,重 要性(Materiality),比較可能性,継 続企業(going・concern),およ
び期間区分(対応)(Periodisierung)の前提が設定 され てい るのである。 「これら
前提は,具 体化が欠如 してい るとい うことにも とついて,直 接正規の簿記 の諸
原則 として設定され るのでは な くて,た だ貸借対照表作成 の一般的な前提 とし
て配置す ることができるにす ぎない㈲」 ものなのであ る。 以下,こ れ ら一般的
前提につい てみることにす る。
(200)
この図表 は,情 報
の 受手 に とって 有用
な 情報 の伝 達 とい う
目的 のた め に,し た
が って,年 度 決 算書
を つ うじて の 「会計
報 告 」(Rechnungsle-
gung)のた めに,「会
計 報 告責 任 の原 則」
(Rechenschaftsgrund.
satze)がどの よ うに
導 き 出 され るべ きか
を 示 して い る。
この図表 か ら 明 ら
か の よ うに,目 標 と
原 則 との あ い だ に四
つ の前 提(Postulate)
1が配置されてい る。
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(2)「正規の簿 記の諸原 則」導 出のための一般的前提
(i)重要性
レフソンが上述の 「正規 の簿記 の諸原則」 の体系図についてのべている次の
点には,と くに,注 意 してお く必要があ る。す なわち,情 報 の 受 手(lnforma-
ti。nsberechtigten)にそ の意思決定の基 礎 としての情 報を提供す るとい う情 報 開
示義務(Rechenschaft)とい う意味か ら,情 報の有用性(NtitzlichkeitvonInfor-
mationen)とい う思想が上記 のシ ェー マに入 った(6}」とい う点 であ る。つ ま り,
レフソソの 「会計報告責任」 もし くは 「情報開示義務」(Rechenschaft)とい う
概念は,資 本の提供者 とそれを管理運用す る経営者 とのあいだの委託 ・受託関
係を基礎 としつつ も,そ れだけに とどまらず に,一 般的な情報開示 とい うこと
一 しか も,そ れが意思決定へ の役立ち とい う面を強調 した うえでの情報開示
一 を意味してい るとい うことで ある。 レフソソは 「正規の簿記の諸原則」を,
いわば,「意思決定 に指 向した正規の簿記の諸原則」 ともい うべ きもの と し て
構想 しているのであ り,ま た,そ れは現代 の経営経済学 の動 向とも軌を一に し
たもの とな ってい るのであ る。
この ような情報開示 の意思決定へ の役立 ちを重視す る角度か ら み る と,「重
要性」 の内容 も従来の もの とは異 な って解釈 され ることになる。 この点につい
て,レ フソンは次の よ うにのべ ている。 「この原則は,重 要 であ る事実 は 開 示
されなければならない,と い うことを要求す る。 したがって,広 く普及 してい
る見解に対立 して,重 要 性を もた ない影響要 因は無視す るとい うことだけが仮
定されているのではない。重要性は,む しろ,最 大の要求である と同時に最小
の要求で もある{7}」。つ ま り,レ フソンは 「重要性」を,意 思決定上重要な事実
については これ を開示す る とい う意味で解釈 してい るのである。
貸借対照表の作成 者に とっては,こ の原則は 「年度決算書の作成に際 しては,
貸借対照表の受手の意思決定に影響 をお よぼ し うるよ うなすべての事実は考慮
されなければな らない(8)]とい うことを意味 してお り,し た がって,「重要性は
情報開示機能(Rechenschaftsfunktion)からの直接 的な要請(Postulat)とな る{9)」
のである。そ して,レ フ ソンは 「重要性の原則に潜在 している不確実性に もと
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つ いて,重 要性は正規の簿記の諸原則 としてではな くて,た んに,正 規 の簿記
の諸原則の適用お よびその導出に際 し て の 一 般 的 前 提(allgemeineVorausset-
zung)として要請 され うるにす ぎないabl」とのべ ているのであ る。
(ii)比較可能性
さて,年 度決算書の個 々の項 目は,こ れを他の項 目から切 り離して考察す る
とすれ ば,ほ とん ど言 明力を もたない もの となる。 あ る数 が言 明能力(aussage・
fahig)をもつ のは,そ れ が他 の数 と関連づけ られ る場合においてである。その
場合,関 係づけ られ る項 目お よび金額には次の ような ものが ある仰。
(a)貸借対照表 もし くは損益計算書 の他の項 目。
㈲ 前期のそれに対応す る数値,あ るいは,
(C)年度決 算書 の外部の数値。
こ うした年度決算書 の項 目お よび数値を比較 し うるためには,比 較可能性の
条件 が満た されなけれ ばな らない。 この ことは,と くに,年 度決算書 を用いた
場 合の最 も重要な比 較で もある 「期間比較」(Zeitvergleich)に対 して妥当す る。
これ をお こな うためには,相 互に比較 され る数値 もし くは指数が,連 続す る数
期 間において同様 に して集め られかつ総括 された数値 で構成 されてい る とい う
ことが保証 され てい なけれぽ ならない。 「貸借対照表分析 の こうした必 要 な 前
提 か ら,正 規の簿記 の諸原 則 として,継 続性の原則が生 じて くる町 のである。
㈹ 継続企業概i念(Going.ConcernConcept)
レフソソは,年 度決 算に とって基 準 とな るのは,企 業 が不 確定 の時間 にわた
って継続 して営 まれてい くことが予定 され てい るとい うこ とであ って,企 業が
あ る一定 の時点において清算 され る とい うことではない,と す る の で あ る。
「決定的なことは,存 続す るとい う仮定(AnnahmederFort舳rung)が,実際
の状況の もとにおい て,現 実的であ るか ど うか とい うこと⑬」 なのであ る。
レフソンは,ド イツの文献においては,「企 業 の 無 限 の 存 続」(unbegrenzte
F。rtftthrungderUnternehmung)を想定す る ことは,「正規 の簿記の諸原 則」の
も とには記 載 され ていな いが,し か し,「こ うした思想は,年 度決算に お け る
評価 の基礎の一つ となるあで,そ れ は また正規の簿記の諸原則を導出す るため
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の前提 とみなされ なければな らない町 と主張 しているのであ る。
⑰ 期間区分(対 応)(Periodisierung)
成果計算を企業 の存続期 間全体 に関係づけ る ことはできない。そ こで,特 定
の計算期間についての営業結果 が算定 され る とい うことになる。 「すべ て の成
果計算は,そ れ故,必 ず,期 間計算 となる。 しか も,既 存 の企業 に対す る成果
が算定 されなければな らない ので,全 体期間は唯一の現実的な ものではな くて,
一っのフ ィクシ ョソ(eineFiktion)とな る。 それを区分す ることに よってのみ,
取引の流れ の中に秩序を もた らし,そ うす ることに よって,個 々の期間におい
て何がお こったかが明 らか とな る㈱」 のである。その際,「現実 の経済的過程 と
個々の期間の成果 は,あ る期間の価値発生全体がそ の期間におけ る価値費消 と
対応させ られ ては じめて,認 識 し うるものとな る⑯」 が,し か し,ど の よ うな
価値発生 とどの ような価値費消が一定 の会計期間に帰属 させ られ るべ きか とい
うことを確定す ることは,簡 単にはお こな うことがで きず,「事実 に即 し た コ
ンヴェンシ ョン(sachgerechteKonventionen)だけが決定的 なもの とな りうる⑰」
としているのであ る。
レフソンは,以 上 の四つの一般的前提 のも とに,以 下 の六つの原則を展開 し
ているのであ る。
ωLeffson,Ulr三ch,DieGrundsきtzeordnungsmaBigerBuch伍hrung,5.Au且,a.a.0。,S
l63.
{2)Ebd.,S163.
(3)Ebd.,S164.
{4)Ebd.,S165.
(5)Ebd.,S.164.
⑥Ebd.,S.164.
{7)Ebd.,S.166.
(8}Ebd.,S.166.
(9)Ebd.,S.166.
00Ebd.,S168.
仰Ebd,,S169,
⑫Ebd.,S.169.
佃Ebd.,S169.
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ωEbd.,S.170,な お,「 ヨー ロ ッパ 共 同 体 第4次 指 令 」(第31条 第1項)も これ を 採 用 し て い る。
a》Ebd.,SLl70-171.
⑯Ebd.,S.171.
⑰Ebd.,S171.
VIII.軍 確 性 と 無 恣 意 性(RichtigkeitundWillkilrfreiheit)
レフ ソンは,簿 記 と年度決算書は,一 定 の技法に よ つて,一 個 の現実を模写
す る一 それ も事物の記述 と数値化(価 値単位での測定)に よって一 もので あ
るとして,「もし,現 実 が,模 写に際 して用い られ る規範 とい う意味 で 描 き 出
され る とす るな らば,言 明 と現実 とは一致 し,簿 記 と決算 とは"正 しい"(rich・
tig)もの とな るU)」とす るのであ る。そ し て,こ の'「模 写 原 則」(Abbildungs-
regeln)一つ ま り,「正規 の簿記の諸原則」一 との関係においてのみ,簿 記 と
年度 決算(書)と は正 しい もの とな りうる②,と のべ てい るのであ る。
この ことは,同 時に,簿 記 と年度決算全体が,価 値 と表示に関 して,客 観的
す なわち相互主観的に検証可能(intersubjektivnachprtifbar)であるとい う こ と
を意味 しているのである。つ ま り,年 度決算書に よる情報 開示に際 しては,模
写(Abbildungen)とそれの基礎 にある現実の事象(Sachverhalten)とのあいだの
合致が相互 主観 的に検証可能 とならなければならない とい うことであ る(3)。
とはい うものの,「正確性の原則」 には,年 度決算書 の中には見積価 値 が入
らざるをえない とい う点で,一 定の限界がある。 レフソンは,こ の点について,
次の よ うにのべ てい る。 「貸借対照表価値 の多数の ものについて,し か し,そ
の高 さが一義的に与え られていない ような数が 問題 とな るのではな くて,一 部
分だけが計算可能 であ るが,一 部分は見積 られ なければな らない ような数値が
問題なのであ る。 と りわけ,固 定資産,債 権,外 貨建債権,引 当金お よび限定
項 目の価値がそれであるω」。
ところが,そ うした見積 りに よって価値 を見つけ るプロど スは 「将来 の出来
事 の不確実性 を確率を用 いて数量化す る⑤」 とい うこ とを意味 して い る。その
際,年 度決算 の領域 におい ては,客 観的に決定 された確率(客観的確率)が適用
され る場合 もあれば,ま た,主 観的に決定され る確率(主観的確率)が適用 され
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る場面 もあ る。 とくに,後 者は見積 りの心理的な構造 にも依存 してい るので,
貸借対照表 におけ る評価額 も少 なか らず将来につ いての主観的判断 に依存す る
ことになる⑥。 そ こで,そ うした主観的 な予想が年度 決算書のなかに入 るとい
う事から,「正確性 の原則」 とな らんで,現 実 の事象の叙述に際 して有 効 な 規
範に照 らしてみて,言 明 と現実 とが一致 している とい うことを保証す るもの と
して,レ フ ソンは一つの公 準(P・stulat)を設定す ることが必要であ るとしてい
る。「決算書の作成 に際 して不可避的な主観性に順応す る ような公 準,つ ま り,
記帳者お よび貸借対照表作成者 の無恣意性(主 観的真実性)(subjektiveWahrhaf・
tigkeit)の原則を設定す る ことが必要 となって くるm」 としてい るのである。
この ように,レ フソソは確率を客観的確率 と主観 的(心理的)確 率 とに分け,
それに よって,主 観的要素(年 度決算における見積 り)を合理化 し ようとし て お
り,それは具体 的には 「無 恣意性 の原則」 の設定 とい う形 を とってお こなわれ
ているのであ る。
レフソンに よれば,こ の 「無 恣意性の原則」は,簿 記の文献においては,こ
れまで設定 されて こなか った ものであ る。通常は,こ れは 「貸 借 対 照 表 真 実
性」(Bilanzwahrheit)への一般 的な要求のなかに含 まれ るとい う形で説 明 され
ているのである。 しかし,商 人的実践にはその ような原則はみ られ ないのであ
る。 「いわゆ る貸借対照表 の真実性 とい うことは,貸 借対照表 の作成に 関 係 す
るのではな くて,商 人に よってただ事物に(nuraufdieSache)関係 づ け て み
られてい るのである。わ れわれ が真実性 とい う広い概念を,事 実 上,正 確 性
(Richtigkeit)とい うものだけを要求す るもの と限定 した後 に,真 実性公準の主
観的側面(subjektiveSeitedesWahrheitspostulats)を明確に示す ことは絶対に必
要なことであ る(8)」としているのである。
そして,レ フソソは 「真実性の原 則」(PrinzipderWahrheit)を,
(a)事物に関係 してい る場合には 「正確性 の原則」(GrundsatzderRichtigkeit),
そして,
(b)人間に関係 している場合には 「無恣意性 の原則」(GrundsatzderWillktir-
freiheit)との二つの原則に分けて論 じてい るのである。
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(a)正確性の原則
レブソソは 「正 しい」(richtig)とい う言葉 を 「正規の簿記 の諸原則」 と関連
づけ て次の よ うにのべ てい る。 「われわれは簿記 お よび年 度 決 算(書)に お け
る模写(Abbildungen)が現実 の経済 的事実 の叙述に際 して用 い られ る諸原則お
よび規則に合致す るとす るな らぽ,そ れ を正しい(richtig)と呼ぶ(9)」としてい
るのであ る。
簿記に とっては,こ の 「正確性の原則1は,簿 記 が正しい基礎記録(Grund.
aufzeichnungen)の上 に構築 され なければ ならない とい うことを意味 している。
言 明 とその基礎にある事実 とのあいだの必要 な合致は,簿 記の原始資料 とそれ
につづ く証 拠書類 と記帳 にも とつ く取引の記述がそれ の基礎 となってい る事実
に合致す る場合 に実現 され る0帥。
こ うして簿記の記録 ・文書化 の任務(Dokumentationsaufgabe)から,「取引の
正 しい文書記録の原則」(GrundsatzrichtigerDokumentationderGeschaftsvorfalle)
が 「正規の簿記 の諸原則」 として導 き出 され るのであるap。
また,年 度決算に とっては,「正確性 の原則」は次 の ことを意味 し て い る。
す なわち,
(i)決算(書)は 正 しい記録 か ら導 き出され てい ること,
旬 個 々の項 目は正 し く,す なわ ち,事 実 に合致 して表示 され てい る とい う
こと,
⑩ 価値は 「正規 の簿記 の諸原則」に したが って算定 され てい ること,
㈹ 簿記 と決算書はすべ ての取引を完全に記載 してい るとい うこと,そ して,
(v)作表 は 「正規 の簿記 の諸原則」 の意味での年度 結果 の正 しい表示につな
が る,と い うことであ る肋。
(b)「無 恣意性の原則」
レフ ソンは,無 恣意性へ の要請は,と くに,上 述 した評価過程にみ られ る少
なからざる主観 性の うちに根拠 づけ られ る としてい るのであ る。 「恣意 とい う
ものが会計 報告責任(Rechenschaft)を台無 しに して しま う。 このこ とは,き わ
め て 自明の こ とであ るので,文 献においては,成 果計算の恣意的な形成は 正規
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の簿記の諸原則に違反す る,と い うような ごく短い指摘がみられ る に す ぎ な
い⑬」 のである。そ して,こ の 「無恣意性の原則」から,年 度決算書 の作成 に
際しては,現 実に近い,し か も,適 当 とみなされ る仮定か ら導 き出 され るよ う
な価値だけ が選択 され る。 したが って,そ こでの項 目の表示 と評価は,と くに
その基礎 となってい る事実 についての正確な言明 とみなされ る,と い うことに
なる。それは法律 と 「正規 の簿記の諸原則」 の意味において,決 算書での言 明
と内容 とが合致 している とい うことを要求 してい るのであ るao。
簿記 と年度決算に とって,「無恣意性の原則」 は,会 計 報 告 の 提 供 者(Re・
chenschaftspflichtige)カミ,その内的な確信にしたが って,法 律 と 「正規の簿記の
諸原則」 の意味 との関連 で,正 しい,し たが って,恣 意性 のない現実の図像 と
でもい うべ き ものを与え るよう努力しなければな らない とい うことを意味 して
いるのであ る⑮。
しか も,レ フソソは,「正規 の簿記 の諸原則は相互に体系的に補完 し合 わ な
ければな らないので,他 のすべての正規の簿記の諸原則 も恣意 的 な会 計 報 告
(Rechenschaft)には反対 しなければな らない。 そのよ うにな りうるのは,た だ,
それ ら原則が一 義的にしか も拘 束的(verbindlich)に設定 され てい る場合だけで
ある。 それ故,他 の正規 の簿記 の諸原則を導 出す る際には,無 恣意性の原則は
常に守 られ なければな らない⑯」 としてい るのである。
ωLeffson,Ulrich,DieGrunds取zeordnungsmaBigerBuchfUhrung,5.Aufl.,a.a.O.,S
178.
(2)Ebd.,S.178.
(3}Ebd.,S178.
{4)Ebd.,S.179.
(5)Ebd.,S,179.
{6)Ebd.,S.18().
{7)Ebd.,S.18{).
{8)Ebd.,S.180-181.
⑨Ebd.,S.181.
⑩Ebd。,S.181.
ωEbd。,S182.
a2)Ebd.,Sl82.
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0諦Ebd.,SL183-184.
a4)】匡bd,,SL184.
㈹Ebd,,S.185.
aeEbd,,S.185-186.
(208)
IX.明 瞭 性(Klarheit)
「正確性」お よび 「無恣意性の原則」が年度決算書が実質的に正し くな け れ
ば ならない とい うことを意味 してい るのに対 して,「明瞭性の原則」は そ れ が
形式的に正 し くなければならない とい うことを要求す るものであ る。つ ま り,
「明瞭性 の原則」 は 「簿記 と年度決算書において,取 引,貸 借対照表対 象 物 お
よび成果構成要素 とい うような個 々の項 目が,帳 簿 と決算書 とが理解 できしか
も概観 しうるよ うに配列 され,か つ,種 類に したがって一義的な名称が付 され
ていなければな らないω」 とい うことを要求す るものである。 レフソンは,さ
らに,こ の 「明瞭性」 を貸借対照表に関す る明瞭性 と損益計算書に関す る明瞭
性 とに分けて説 明してい る。
{a)貸借対照表 の明瞭性
「明瞭性 の原則」 が貸借対照表 での表示 について要求す る ところは,次 の よ
うに総括で きるω。す なわち,
〈i)貸借対照表 の個 々の項 目が内容を十分に表わ していること,
(ii)事実に即 した分類がなされてい ること,
胸 積極財 産の個 々の項 目に したが って,す べ ての価値修正項 目を区分表示
する こと,
㈹ 固定資産,棚 卸資産,お よび,必 要な限 りで,債 権お よびその他 の項 目
に対す る評価方法が記述 され ていること,
(v)前年度 と比べて,評 価原則に大 きな変更があ った場合には,そ れについ
ての説 明をお こな うこと,で ある。
{b)損益計算書 の明瞭性
損益計算書につい ては,「明瞭性 の原則」は,企 業 目的に合致 した営 業 活 動
か らの成果 と,期 間外 のお よび臨時的な成果構成要素 とを区別 して表示す るこ
(209)レ フソンf正規の簿記の諸原則」(2)71
とを要求す る。 レフ ソソは,そ の際,何 が 臨 時 項 目(auBerordentlichePosten)
であるかについ ては,事 物お よび時間に したが った会計期間の区分の原則に し
たがって決定 され るとしてい るのであ る。
そして,経 常 的な成果構成要素 と臨時的な成果構成要素 とを明瞭に表示す る
とい う目標 が,次 の ことを条件づけている とのべ ているのである(3)。すなわ ち,
(i)個々 の費用項 目お よび収益項 目について,内 容 を十分に特徴づけてい る
一義的な名称を付す こと,
(ii)費用 種類 お よび収益種類に したが った事実に即 した分類をおこな うこと,
㈹ 当該会計期間に属 さない費用お よび収益を区別 して表示す ること,
㈹ その他の臨時的な費用 お よび収益はすべ て区別 して表示す ること,で あ
る。
とくに,レ フ ソンは,、株式法第157条に したがって表示 され るべき臨時項 目
とならんで,次 の ような項 目については,こ れを区別 して表示すべきであ ると
しているのであ るω。すなわち,
(i)特別償却 と簿価 の引上げ(Zuschreibung),
(ii)引当金の取崩 しと繰入れ,
⑩ 債権に対す る価値修正の取崩 しと繰入れ,
⑰ 償却済み の債権か らの入金,で ある。
また,こ こで,レ フソンは,い わゆる税務上の恩典を利用す るためには,税
務貸借対照表 の商事貸借対照表への従属性 の故に,そ の期 の価値損耗か らは生
じない減価償却がお こなわれ,引 当金が設定 されて もよい(株式法第154条第2
項2,および第155条第3項2)と してい る。 これ が期間成果にお よぼ す 影 響 を
認識しうるもの とす るためには,こ れ ら費用が貸借対照表,損 益計算書 もし く
は営業報告書で明示 され てい なければならない{5},としてい るのであ る。
(1)Le∬son,Ulrich,DieGrundstttzeordnungsmaBigerBuchfUhrung,5.Aufl.,a.a.O.,S.
189,
②Ebd.,S195.
(3)Ebd.,SL195.
(4)Ebd.,S197.
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(5)Ebd.,S.199.
(210)
X.完 全 性(Vollstandigkeit)
(a)「正規の簿記の諸原則」 としての完全性
レ'フソンは,「完全性 の原則」は 「真実性」(Wahrheit)とい う命令(lrriperativ)
から直接導 出す ることもできるし,ま た,「正確性 の原則」か ら下位命題(Un-
tersatz)として導 き出す こともで きるが,「完全性 の原則」を 上 位 原 則(oberer
Grundsatz)として設定 す ることの方が適切 であ る と考えているのである。その
場合には,完 全性は正確性 と同列 の地位におかれ る ことにな る。 このよ うにし
て,「われわれは まず第一に,取 引 と年度決算書の対象物 の記述のため の 原 則
(正確性)を 獲得 し,そ して,第 二 に,年 度決算(書)に 関連す るすべての情 報
がそれに したがって把握 され るべ き原則(完 全性)を 手に入れ る ことになるω」
と主張す るのである。
したがって,「完全性 の内容 は,企 業 の記帳を義 務づけ られてい るす べ て の
出来事 とすべ ての財貨は記帳 され,そ して入手 し うるすべ ての情報が充分に利
用 されなければ ならない,と い うように規定す る ことができ る。それ故,完 全
性 は純粋 に数量的 な性格を もつ ことにな るω」のであ る。
(b}年度決算書の完全性
さて,取 引を簿記において秩序立 てて記録 し,そ れを基礎に して作成 され る
年度決算書に対 して,こ の完全性は,積 極項 目,消 極項 目,費 用お よび収益項
目が,も れ な く記録 されている とい うことを要 求す る軌
レフ ソンは,こ うした年度決算書 の完全性は次 の ような手続 をつ うじて達成
され るとしているのであ るω。す なわち,
(i)それ が技術的に可能であ る限 りにおいて,す べての財産対象物の在高を
記載す る こと,
(ii)残高 を示 している,簿 記のすべての勘定を年度決算書へ繰越す こと,
㈹ 決算項 目についての内 ・外 の情報すべ てを完全に利用 しつ くす こと,
Clv)リス クの思考上の棚卸(gedanklicheInventurderRisiken)をお こな うこ
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と,そ して,
(v)すべての項 目を圧縮 しないで表示す ること,で あ る。
ここでレフソンがあげ てい る 「リス クの 目録」(BestandsaufnahmederRisiken)
の内容については,と くに,注 意 してお く必要 があ る。 とい うの も,そ れ の果
たす役割を 明らかにす る ことに よって,「完全性の原則」 の意味 も明 ら か と な
ると考え られ るか らである。
レフソンは,帳 簿を締切 る商人は頭 のなかで 「リス クの財産 目録」 ともい う
べきものを作成 し,そ れに もとついて,決 算に際 して考慮 しなけれ ばな らない
「リスク」が存在 しているか否かを吟味 しなけれ ばならない,と 主張 し て い る
のである。そ の際お こなわれ る 「リス クの棚卸」は次 の ことに関係 しているの
である{5)。すなわ ち,
(i)その対 象,そ の存続期間,そ の範囲,あ るいはその他 の理 由か ら,企 業
の経済状 態を判断す るために重要な契約,
(ii)訴訟お よびその他 の紛争,
働 抵当状 況 質入れ,等 々,
⑰ 新 しい判決において解決が変わ った ことに よってか,あ るいは,未 解決
の問題 の解 明に よって,債 務 の発生 も引き起 こしかねない,税 務上お よび
その他の法律上 の諸規定,で あ る。
そ うした 「リス クの棚卸」を基礎に して,レ フソンは引当金 もし くは積立金
の設定が必要 とな ると主張 しているのである。 しか も,そ う した 引 当 金 は,
「債務が存在す るか もし くは発生す るおそれ があ るとい うことにはかか わ りな
く,あるいは,費 用 の支払 いが予想 され る ことな しに⑥」設定 され るのである。
このよ うに,「完全性の原則」 の果たす役割は,「 リス クの財産 目録」の作成
を要求 し,そ の ことを基礎に して,さ らに引当金 の設定を合理化す るとい うと
ころにある。 しか も,そ れを 「正規 の簿記 の諸原 則」の名の もとで正当化す る
ところにあるのであ る。
(c)決算 日以後に入手 された情報 の完全な考 慮
レフソンは,決 算 目以後 に発生す る情報については,こ れを二つに区別 して
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い る。 すなわ ち,一 つは,決 算 日現在 におけ る貸借対照表対象物の価値につい
て の不完全な知識は,新 しい営業年度において入手 され る情報に よって補完さ
れ る とい うことであ り,他 の一つは,新 しい営業年 度におい て,個 々の項 目に
対す る別の評価(た だし,それが決算日以前にすでに生じていたものとする)につ な
がる よ うな出来事が生 じた場合には,こ れ も考慮す る必要があ るとい うことで
ある(?}。
レフソンは,会 計報告をお こな う時点 までに生 じた,次 年度 の重要な出来事
は,会 計情報の受手に告知 されなければな らない とし,さ らに,こ れを脚注,
と りわけ,営 業報告書において開示す ることを提案 してい るのである(8)。
以上にみた ごと く,年 度決算書の完全性は,貸 借対照表お よび損益計算書に
記載 され る資料の範囲 を越え るのであ る。 と くに,完 全な る会 計報告(v・11sttin、
digeRechenschaft)は,既述 した ごと く,企 業 の状態 を認識す るのに重要だが,
しか し,貸 借対照表能 力のない事柄についての詳細な 報 告 提 供(Berichterstat-
tung)をも要求す る ことになるのであ る。 そ こで,例 えば,締 結 され たが,ま
だ,い ずれの当事者に よって も履行 されていない契 約(引 渡しおよび給付契約),
リース契約お よびその他の賃借契約,所 有権留保,他 の企業に対す る長期的な
提携,他 の企業 との協力関係な どは,営 業報告書にお いて報告 され ることにな
る。 レフ ソソは,締 結 された契約を,簿 記以外の ところで記録 されてい る文書
記録において把握す ることは,締 結 され たが未履行 とな ってい る取引について
の完全な る概観(vollsthndigeObersicht),したが って,未 決 取 引 か ら の 損 失
(VerlusteausschwebendenGeschaften)に対す る引当金 の設定 のための前 提 とな
る⑨,と のべているのであ る。つ まり,レ フ ソンにあ っては,「完全なる会計報
告」 とい う名の もとに,リ ース契約に代表 され る,貸 借対照表能力を もたない
未決取引につ いての簿記体系外での記録 をお こな うことが要求 され る と同時に,
そ こか ら生 じる 「リス ク」 に備え るための引当金の設定 が合理化 され る とい う
形で,論 理が展 開され ているのである。 ここに,レ フソンの 「完全性 の原則」
さらにはそれ を内包 した 「正規の簿記 の諸原則」 の果たす今 日的な役割 のひ と
つをみ ることができるのである⑩。
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